
◎ 提出・確認書類 

 ★ 下線部分が平成２３年４月の改正により追加・変更のあった部分です。 

 

提出書類 確 認 書 類 

１ 経営規模等評価申請書 

総合評定値請求書 

□ 許可申請書の副本  □ 営業年度終了の変更届出書の副本 

□ 前回の経営事項審査申請書（添付書類を含む）の副本 

□ 【法人】法人税の確定申告書別表一（一）及びその附属明細書別表四（写

し） 

【個人】青色申告決算書（写し）、白色申告収支内訳書（写し） 

□ 減価償却費の実施額がわかる明細書（２年分） 

【法人】法人税の確定申告書別表十六（一）及び（二） など（写し） 

【個人】所得税の青色申告決算書又は白色申告収支内訳書 など（写し）

２ 工事種類別完成工事高 

  工事種類別元請完成工

事高 

□ 契約書等工事施工を証する書面（原本又は写し） 

□ 専門工種概要調書（該当する場合） 

□ 消費税確定申告書の写し及び消費税納税証明書（様式その１）（原本） 

（免税業者は不要） ※消費税納税証明書は納税額の入ったもの 

３ 

そ
の
他
の
審
査
項
目
（
社
会
性
等
） 

雇用保険加入 □ 雇用保険被保険者証又は雇用保険被保険者資格取得等確認通知書（公共

職業安定所交付）及び資格喪失通知書 

健康保険及び厚生年

金保険加入 

□ 被保険者資格取得確認及び標準報酬決定通知書又は被保険者標準報酬決

定通知書（社会保険事務所交付） 

退職一時金制度 

もしくは 

企業年金制度導入 

□ 勤労者退職金共済機構若しくは特定退職金共済団体の発行する加入証明

書、共済契約書又は退職手当の決定、計算及び支払方法等について定め

のある労働協約若しくは就業規則 

□ 厚生年金基金の発行する加入証明書、適格退職年金契約書又は確定拠出

年金運営管理機関、企業年金基金若しくは資産管理運用機関の発行する

加入証明書、石川県建設業厚生年金基金は審査基準月の領収書 

法定外労働災害補償

制度加入 

□ （財）建設業福祉共済団、（社）全国建設業労災互助会、全国中小企業共

済協同組合連合会の発行する加入証明書又は保険会社の保険証書 

建設業の経理 □ 建設業経理事務士検定試験合格証書（原本）（新規の場合のみ） 

公認会計士等の登録証明書 

研究開発 □ 変更届出書（事業年度終了報告書）の副本 

建設機械の保有状況 

（機械１台毎にまと

めて提示すること） 

□ 建設機械の売買契約書又はリース契約書（リース契約期間が審査基準日

から１年７ヶ月以上のものに限る）※メーカー・型式・製造番号等が記

載されていること 

□ 建設機械に係る特定自主検査記録表（検査年月日が審査基準日から起算

して直前１年以内のもの） 

国際標準化機構が定

めた規格による登録

の状況 

□ ＩＳＯ９００１及びＩＳＯ１４００１が登録されていることを証明する

書面（営業所毎に登録を受けた場合は、建設業の営業所全てについて必

要） 



４ 技術職員名簿 □ 賃金台帳（審査基準日の属する月を含む直前７ヶ月分（６ヶ月を超える

雇用を確認できる分）） 

□ 資格免許証等の写し（新規取得分については原本） 

□ 監理技術者資格者証の写し、監理技術者講習修了証の写し 

□ 登録基幹技能者講習修了証 

□ 事業所の名称が記載された健康保険被保険者証の写し（申請事業所にお

いて健康保険に加入している者について必要） 

□ 雇用保険被保険者資格取得等確認通知書（申請事業所において健康保険

に加入していない者及び加入しているが健康保険被保険者証に事業所名

が記載されていない者について必要） 

□ 実務経験証明書（該当者のみ） 

□ 継続雇用について定めた労働基準監督署長の受付印のある就業規則又は

労働協約（該当する職員を計上している場合のみ） 

５ 公認会計士等名簿 

６ 経営状況分析終了通知書（正本には原本、副本、写本にはコピーを添付する） 
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□ 建設業退職金共済事業加入・履行証明書 

□ 防災協定証明書（証明書の発行日は、審査基準日とする） 

□ 工事経歴書 

□ ［該当する場合］有価証券報告書または監査報告書、会計参与報告書、再生手続開始又は更正手

続開始の決定日を証明する書類、再生手続終結又は更生手続終結の決定日を証明する書面（いずれ

も写）、経理の適正を確認した旨の書類、継続雇用制度の適用を受けている技術職員名簿 

 


